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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ネットワーク内に配置された複数の基地局と、この基地局との間で選択的に交信可能な
移動携帯端末とを備えた無線通信システムにおいて、前記ネットワーク内にさらに、
　位置に関連した前記移動携帯端末の複数の制限レベルから成る使用制限情報を格納した
第１のデータベースと、
　前記複数の基地局からの情報に基づいて前記ネットワーク内にて前記移動携帯端末の現
在位置を検出する位置検出手段と、
　前記位置検出手段によって検出された前記移動携帯端末の現在位置に関連する前記複数
の制限レベルから成る使用制限情報の１つを前記第１のデータベースから取り出し、前記
移動携帯端末との交信可能な前記基地局を介して前記移動携帯端末に送信する第１の情報
処理手段とを設け、
　前記移動携帯端末に、
　前記使用制限情報の各１つの受信に対応し、それぞれ前記移動携帯端末の動作を規定す
る機能制御情報を格納する第２のデータベースと、
　前記機能制御情報から所定の動作を規定する情報を取り出して設定する設定手段と、
　前記使用制限情報の１つを受信し、前記設定手段により設定された前記移動携帯端末の
前記所定の動作を実行する第２の情報処理手段と、
　前記使用制限情報の１つの受信時に前記設定手段により設定された前記移動携帯端末の
前記所定の動作に対応する報知を行う報知手段と、を設けたことを特徴とする無線通信シ
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ステム。
【請求項２】
　請求項１に記載の無線通信システムにおいて、
　前記第２の情報処理手段が着信優先呼を受信したときには、前記設定手段により設定さ
れた移動携帯端末の前記所定の動作とは異なる処理を実行することを特徴とする無線通信
システム。
【請求項３】
　複数の基地局を備え、移動携帯端末との間で交信可能な通信ネットワークにおいて、
　位置に関連した前記移動携帯端末の複数の制限レベルから成る使用制限情報を格納した
データベースと、
　前記複数の基地局からの情報に基づいて前記ネットワーク内にて前記移動携帯端末の現
在位置を検出する位置検出手段と、
　前記位置検出手段によって検出された前記移動携帯端末の現在位置に関連する前記複数
の制限レベルから成る使用制限情報の１つを前記データベースから取り出し、前記移動携
帯端末との交信可能な前記基地局を介して前記移動携帯端末に送信する情報処理手段とを
設けたことを特徴とする通信ネットワーク。
【請求項４】
　ネットワーク内に配置された複数の基地局との間で選択的に交信可能な移動携帯端末お
いて、
　前記基地局からの前記移動携帯端末の現在位置に対応する複数の制限レベルから成る使
用制限情報の各１つの受信に対応し、それぞれ前記移動携帯端末の動作を規定する機能制
御情報を格納するデータベースと、
　前記機能制御情報から所定の動作を規定する情報を取り出して設定する設定手段と、
　前記使用制限情報の１つを受信し、前記設定手段により設定された前記移動携帯端末の
前記所定の動作を実行する情報処理手段と、
　前記使用制限情報の１つの受信時に前記設定手段により設定された前記移動携帯端末の
前記所定の動作に対応する報知を行う報知手段とを設けたことを特徴とする移動携帯端末
。
【請求項５】
　請求項４に記載の移動携帯端末において、
　前記情報処理手段が着信優先呼を受信したときには、前記設定手段により設定された移
動携帯端末の前記所定の動作とは異なる処理を実行することを特徴とする移動携帯端末。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は無線通信システムに係り、特に移動携帯端末の現在位置に関連した使用制限情報
を移動携帯端末に対して報知することの可能な無線通信システムに関する。
【０００２】
【従来の技術】
日常生活において携帯電話等の移動携帯端末を携行する頻度がますます増加している。基
盤（インフラストラクチャー）の整備により移動携帯端末は現在ほとんどの場所（位置）
において使用可能な状態となっている。しかしこれらの基盤整備が進むにつれ、移動携帯
端末の使用マナーが問題になってきている。
すなわち車内や病院などの公共の場所で移動携帯端末を送受信した場合、単に他の乗客等
に不快感を与えるだけでなく、医療機器や車両走行システムに影響を与え思わぬ事故を発
生することもある。
【０００３】
そこで移動携帯端末の現在位置を検出し、検出した位置に応じた移動携帯端末の使用制限
情報をこの移動携帯端末に与え、使用を制限するようなシステムが提案されている。たと
えば特開平９－５４８９５号公報にはこのような無線通信システムが記載されている。こ
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の無線通信システムでは移動携帯端末内に自己の現在位置を検出する現在位置検出手段を
備え、検出された現在位置を示す位置情報データを通信ネットワークを介して通信ホスト
装置に送信し、通信ホスト装置のホストコンピュータが与えられた位置情報データに対応
する位置に関連する情報をデータベースから検索し通信ネットワークを介して移動携帯端
末に与えるように構成されている。
このように移動携帯端末内に位置検出手段を設けネットワーク側にある位置情報に関する
情報を備えたデータベースにアクセスし、その現在位置に付随する情報を文字・画像情報
として検索し、その検索結果を移動携帯端末上に表示するシステムが知られている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
このような従来のシステムでは移動携帯端末の現在位置を検出するための位置検出手段が
移動携帯端末に設けられているため携帯端末の構成が複雑になるという問題がある。
また上記公報に記載されたシステムでは、移動携帯端末の現在位置に関連する情報がネッ
トワーク側から通知された場合でも移動携帯端末の使用者はその情報を確認し機能設定の
変更を行う必要があった。
【０００５】
すなわち移動携帯端末は、たとえば、病院内に位置している場合に、ネットワーク側から
位置関連情報として携帯端末が病院内に位置していること、したがって、移動携帯端末の
一切の使用が出来ない旨の情報が通知された場合でも、使用者がこれを確認し携帯端末の
機能設定を変更し、このような通知内容に基づく操作を行わなければ実際には移動携帯端
末の使用を禁止することにはならない。
本発明はこのような従来の課題を解決するために成されたもので、移動携帯端末の構成を
複雑化させず、かつ使用者に意識させることなく自動的に移動携帯端末の機能設定を変更
することの可能な無線通信システムを提供することを目的とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、ネットワーク内に配置された複数の基地局と、この基地局との間で選択的に
交信可能な移動携帯端末とを備えた無線通信システムにおいて、前記ネットワーク内にさ
らに、位置に関連した前記移動携帯端末の複数の制限レベルから成る使用制限情報を格納
した第１のデータベースと、前記複数の基地局からの情報に基づいて前記ネットワーク内
にて前記移動携帯端末の現在位置を検出する位置検出手段と、前記位置検出手段によって
検出された前記移動携帯端末の現在位置に関連する複数の制限レベルから成る使用制限情
報の１つを前記第１のデータベースから取り出し、前記移動携帯端末との交信可能な前記
基地局を介して前記移動携帯端末に送信する第１の情報処理手段とを設け、前記移動携帯
端末に、前記使用制限情報の各１つの受信に対応し、それぞれ前記移動携帯端末の動作を
規定する機能制御情報を格納する第２のデータベースと、前記機能制御情報から所定の動
作を規定する情報を取り出して設定する設定手段と、前記使用制限情報の１つを受信し、
前記設定手段により設定された前記移動携帯端末の前記所定の動作を実行する第２の情報
処理手段と、前記使用制限情報の１つの受信時に前記設定手段により設定された前記移動
携帯端末の前記所定の動作に対応する報知を行う報知手段と、を設けたものである。
【０００７】
　また本発明の無線通信システムにおいて、前記第２の情報処理手段が着信優先呼を受信
したときには、前記設定手段により設定された移動携帯端末の前記所定の動作とは異なる
処理を実行することが出来る。
　さらに本発明は、複数の基地局を備え、移動携帯端末との間で交信可能な通信ネットワ
ークにおいて、位置に関連した前記移動携帯端末の複数の制限レベルから成る使用制限情
報を格納したデータベースと、前記複数の基地局からの情報に基づいて前記ネットワーク
内にて前記移動携帯端末の現在位置を検出する位置検出手段と、前記位置検出手段によっ
て検出された前記移動携帯端末の現在位置に関連する複数の制限レベルから成る使用制限
情報の１つを前記データベースから取り出し、前記移動携帯端末との交信可能な前記基地
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局を介して前記移動携帯端末に送信する情報処理手段とを設けたものである。
【０００８】
また本発明は、ネットワーク内に配置された複数の基地局との間で選択的に交信可能な移
動携帯端末おいて、前記基地局からの前記移動携帯端末の現在位置に対応する使用制限情
報の受信時の前記移動携帯端末の動作を規定する機能制御情報を格納するデータベースと
、前記機能制御情報から所定の動作を規定する情報を取り出して設定する設定手段と、前
記使用制限情報を受信し、前記設定手段により設定された前記移動携帯端末の前記所定の
動作を実行する情報処理手段と、前記使用制限情報の受信時に前記設定手段により設定さ
れた前記移動携帯端末の前記所定の動作に対応する報知を行う報知手段とを設けたもので
ある。
本発明の移動携帯端末において、前記情報処理手段が着信優先呼を受信したときには、前
記設定手段により設定された移動携帯端末の前記所定の動作とは異なる処理を実行するこ
とが出来る。
【０００９】
【発明の実施の形態】
図１は本発明に係る無線通信システムの実施の形態を示すブロック図である。本発明の無
線通信システムは無線ネットワーク１００と移動携帯端末２００とから構成される。ネッ
トワーク１００内には複数の無線通信基地局１０１ａ，１０１ｂ，…１０１ｎが配置され
、移動携帯端末２００はこれらの基地局との間で選択的に交信可能である。ネットワーク
１００内には、移動携帯端末２００が移動する可能性のある位置に関連した情報を格納し
たデータベース１０２を有している。このデータベース１０２内に格納される位置に関連
する情報は移動携帯端末２００の使用制限情報である。
【００１０】
図４はデータベース１０２に格納された位置に関連する使用制限情報の一例を示した図で
ある。位置は、例えば、経度（Ｌo １，Ｌo ２，…）と緯度（Ｌa １，Ｌa ２，…）とで
示され、この位置に対応する使用制限情報は制限レベルとその区分とで示されている。制
限レベルはいくつかの段階に分かれており、制限レベル０では一切の制限がなく、制限レ
ベル１では発着信を禁止する。また制限レベル２では発信のみを制限するとともに、着信
時の着信音の鳴動を禁止する。また制限レベル３では発着信は許可されるものの着信時の
着信音の鳴動のみが禁止される。
【００１１】
このように制限レベルは所定の区分に対応して定められる。すなわち、例えば、病院にお
いては医療機器への影響を考慮し、一切の発着信を禁止する制限レベル１に設定し、ホー
ル等では他の観客の迷惑を考え発信制限と着信音の鳴動とを禁止する。
このように所定の位置における使用制限情報をデータベース１０２に格納しておく。各基
地局１０１ａ～１０１ｎには位置検出手段１０３が接続されている。この位置検出手段１
０３は移動携帯端末２００と交信可能な基地局１０１からの情報に基づき移動携帯端末２
００の現在位置を検出する。
【００１２】
図８は移動携帯端末２００の現在位置を検出する手順を示すフローチャートである。移動
携帯端末２００の電源が投入されると（ステップ８０１）、ネットワーク１００内の所定
の基地局１０１との間の接続確立のための種々の処理がネットワーク１００と移動携帯端
末２００との間で行われる（ステップ８０２）。接続が確立されると待ち受け動作に入り
個別処理が行われる（ステップ８０３）。この個別処理の一つとして位置制御情報処理が
あり、ここでネットワーク１００内の位置検出手段１０３は所定の基地局１０１に接続さ
れている移動携帯端末２００の現在位置を検出する。待ち受け中個別処理が完了すると接
続が開放され（ステップ８０４）、移動携帯端末２００は電源を切断することにより（ス
テップ８０５）処理を終了する。
【００１３】
ネットワーク１００内にはデータベース１０２と位置検出手段１０３と基地局１０１とに
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接続された情報処理手段１０４が設けられており、この情報処理手段１０４は位置検出手
段１０３によって検出された移動携帯端末２００の現在位置に関連する使用制限情報をデ
ータベース１０２から取り出し、現在、移動携帯端末２００と交信可能な基地局１０１を
介してこの情報を移動携帯端末２００に送信する。
一方、移動携帯端末２００内には、ネットワーク１００側から送られてきた使用制限情報
の受信時の移動携帯端末２００の動作を指定する機能制御情報を格納したデータベース２
０１を備えている。
【００１４】
図６はデータベース２０１に格納される機能制御情報の一例を示す図である。機能制御情
報は設定項目と動作（機能）とからなり、移動携帯端末２００がネットワーク１００から
使用制限情報を受信した時の動作を規定する。たとえば、設定１では制限なしの動作が規
定されており、この場合、受信した使用制限情報がどのような制限レベルのものであって
も移動携帯端末の動作の制限は行われない。設定２では使用制限情報の制限レベルに対応
した動作が規定されている。すなわち、レベル１では発着信を禁止し、レベル２では発信
制限と着信音鳴動を禁止し、またレベル３では着信音鳴動を禁止する。設定３では制限レ
ベル０の使用制限情報を受信した場合以外は全ての発着信を禁止する動作を規定している
。また移動携帯端末２００はネットワーク１００との通信を確立する無線通信制御手段２
０４を有している。
【００１５】
さらに機能制御情報から所定の動作を規定する情報を取り出して設定する設定手段２０５
を有している。たとえば、この設定手段２０２が設定２を設定した場合には、ネットワー
ク１００から送られてくる使用制限情報の制限レベルに対応した動作が行われる。どのよ
うな設定を行うかは使用者の選択に委ねられているが、通常は使用制限レベルに対応した
動作を行う設定２に設定される。さらに、移動携帯端末２００は使用制限情報を受信し設
定手段２０２により設定された所定の動作を実行するための情報処理手段２０３を有して
いる。この情報処理手段２０３にはユーザーインターフェースとしての入力手段２０５お
よび出力手段２０６が接続されている。
【００１６】
出力手段２０６は設定手段２０２により設定された移動携帯端末の所定の動作を図示しな
いディスプレイなどに表示させる報知手段として動作する。すなわち、たとえば移動携帯
端末２００が制限レベル１に属する病院内に位置しており機能制御情報は設定２に設定さ
れていた場合には、出力手段は図５に示すような報知情報を図示しないディスプレイ上に
表示して報知する。これにより使用者は現在自分が病院内におり、移動携帯端末は全ての
発着信が禁止された状態になっていることを認識することができる。
【００１７】
なお、ネットワーク１００の位置検出手段１０３は周期的に基地局１０１を介して、接続
されている移動携帯端末２００の現在位置を検出し移動携帯端末２００の現在位置から使
用制限情報を取得している。移動携帯端末２００は図８に示すフローチャートにおける待
ち受け中個別処理のステップ８０３においてこの使用制限情報を取得する。移動携帯端末
２００は受信した使用制限情報に基づいて上述したような手順に基づき装置内の各機能を
制御する。
【００１８】
図９は移動携帯端末２００が使用制限情報を受信した時の動作を示すフローチャートであ
る。使用制限情報を受信すると（ステップ９０１）、使用制限の有無が情報処理手段２０
３により判定される。仮に使用制限がなかった場合には通常の個別受信処理が行われる（
ステップ９０３）。使用制限があった場合には、設定手段２０２はデータベース２０１か
ら移動携帯端末２００の動作を規定する機能制御情報を取り出し、そこに規定された動作
を設定する。そして情報処理手段２０３はこの設定内容を出力手段（報知手段）２０６に
表示させる。このような各制限レベルに応じた制御処理が実行され（ステップ９０４）、
処理を完了する。
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【００１９】
図２および図３は本発明の無線通信システムにおける移動携帯端末の動作を説明するため
の図である。１０は使用可能区域を、１１，１２，１３はそれぞれの使用制限レベルを有
する使用制限区域を示す。ここで移動携帯端末２００が使用可能区域１０に位置している
時には、ネットワーク１００から現在位置の制限レベルの情報を持つ使用制限情報を受信
する。この場合、使用制限レベルは通常０となっているのでその制限レベル情報から制限
を受けない使用が可能となる。
【００２０】
一方、図３に示すように病院などの制限レベル１に属する使用制限区域１２に位置してい
るときには、移動携帯端末は図６に示す機能制御情報で設定された設定に基づき端末動作
を制限し、その内容をたとえば図５に示すように出力手段２０６に表示させる。
このように、移動携帯端末２００の使用者はあらかじめ図６に示すような設定項目を設定
することにより、ネットワーク１００からの使用制限情報に基づき所定の使用制限制御を
行うことができる。
【００２１】
設定１では使用制限情報を受信しても無視する。設定２では使用制限情報を受信するとそ
の受信レベルに応じた端末動作を行う。設定３では制限レベル０以外を受信した場合に移
動携帯端末が使用禁止状態となる。なお、使用制限情報と機能制御情報とに基づき一律に
移動携帯端末の動作を制限した場合不便が生ずる場合がある。
例えば機能制御が設定２に設定され、使用制限情報の制限レベルに応じた動作が設定され
ている場合に、使用者が制限レベル２に属するホールに位置していたと仮定する。この場
合、発信制限と着信音鳴動禁止が移動携帯端末に設定されるが緊急に呼出しを必要とする
場合もある。
このような着信優先呼が所定の電話番号から発せられた場合には、このような機能制限を
受けない動作を行う必要がある。この場合、図７に示すように着呼が予測される電話番号
に対する着信優先呼を通常（ノーマル）３１と「特別」（スペッシャル）３２とに区分し
て登録しておき「特別」に属する着信優先呼を受信した時には、設定手段２０２により設
定された移動携帯端末の所定の動作を解除もしくは異なるような処理を行うようにしてお
くこともできる。これにより緊急時に必要な通信を行うことができる。
【００２２】
【発明の効果】
以上、実施の形態に基づいて詳細に説明したように本発明では移動携帯端末の現在位置を
検出するための位置検出手段をネットワーク内に設けたため、携帯端末の構成が簡略化で
きる。また使用者が意識することなく使用環境に応じた機能設定変更を自動的に行うこと
ができる。またネットワーク内に位置に関連する使用制限情報を格納したデータベースを
有しているため最新の情報を容易に更新することができる。さらに移動端末内で機能設定
を変えることにより動作を変更できるため、必要に応じて端末装置の制御を変更すること
が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の無線通信システムの概略構成を示すブロック図。
【図２】本発明の無線通信システムにおける使用方法を説明するための図（その１）。
【図３】本発明の無線通信システムにおける使用方法を説明するための図（その２）。
【図４】本発明の使用制限情報の一例を示す図。
【図５】本発明による使用制限に基づく表示の一例を示す図。
【図６】本発明による機能制御情報の一例を示す図。
【図７】着信優先呼の設定を示す図。
【図８】本発明による待ち受け動作の設定手順を示すフローチャート。
【図９】本発明の使用制限制御の手順を示すフローチャート。
【符号の説明】
１００　　ネットワーク
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２００　　移動携帯端末
１０１　　基地局
１０２　　第１のデータベース
１０３　　位置検出手段
１０４　　第１の情報処理手段
２０１　　第２のデータベース
２０２　　設定手段
２０３　　第２の情報処理手段
２０４　　無線通信制御手段
２０５　　入力手段
２０６　　出力手段（報知手段）

【図１】 【図２】
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